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 通学路の交通安全対策（緊急合同点検） 

≪通学路の緊急合同点検の実施フロー≫ ○ 昨年の４月以降、京都府亀岡市など 

 で相次いで登下校中の児童生徒等が 

 巻き込まれる交通事故が発生 
 

 

 

○ 道路管理者、学校・教育委員会、 

       警察、ＰＴＡ等による通学路の緊急合 

       同点検を実施 

○緊急合同点検実施学校数 ：20,160校 

○緊急合同点検実施箇所数 ：80,161箇所 

○対策必要箇所数       ：74,483箇所（うち22,714箇所対策済） 

②対策必要箇所の内訳及び対策状況(平成24年度末時点） 

○対策必要箇所数         ：74,483箇所（うち42,662箇所対策済） 

  ・道路管理者による対策  ：45,020箇所（うち22,818箇所対策済） 

  ・学校等による対策     ：28,925箇所（うち26,077箇所対策済） 

  ・警察による対策      ：19,715箇所（うち12,263箇所対策済） 

危険箇所の抽出

対策案の策定（平成24年11月末）

対策必要箇所の抽出

対策の実施

国土交通省、文部科学省、警察庁より
緊急合同点検の取り組みを要請
（平成24年5月30日）

学校、PTAが抽出

関係省庁副大臣会議（平成24年5月28日）

地元との調整等を踏まえ平成24年度から順次実施

学校、道路管理者、警察等に
よる合同点検（平成24年8月末）
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○ 通学路の安全確保について地域で認識を共有する観点から、学校毎に対策内容を示した箇所図等 を作成し、 

    ホームページ等で公表
※１ 

 
○ ２５年度以降の取組として、以下について３省庁で連携して推進。 

   ①対策が着実に進むように必要な支援を実施 ②合同点検を定期的に実施するなど、継続的な取組を推進  

      ③関係者から構成される協議会等の推進体制を構築
 

 通学路の交通安全対策（緊急合同点検） 

【通学路対策箇所図（イメージ）】 

※１：14,715校（約８５％）で公表済み（平成25年5月31日現在） 

【通学路の安全確保に向けた継続的な取組事例】 

○通学路安全確保対策プログラムの概要（山形県） 

・関係機関が連携し、一体となって通学路の安全を確保。 

・対策実施後も、対策の効果検証を行い、継続的な点検の実施。 

・これにより、対策内容の見直しや対策内容を充実。 

・さらに、冬季における通学児童の安全対策を推進。 
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○ 円形平面交差点のうち、環道の交通が優先されるもの 

○ 環道交通は時計回りの一方通行、信号や一時停止の規制を受けない 

○ 環道に進入する車両は徐行 (信号制御がない） 

中央島 

環道 

交通島 

優先 

非優先 

外径 

横断歩道 

○概要図 

導流部 

 ラウンドアバウトの概要 

○ラウンドアバウトの例 

出典：Roundabouts: An 
Informational Guide 
Second Edition(NCHRP 
Report 672、FHWA) 
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 軽井沢町六本辻におけるラウンドアバウト社会実験の概要 

至：碓氷軽井沢ＩＣ 

対象交差点 

至：東京 

至：長野 

長野県 

【位置図】 

対象箇所 

社会実験の背景、目的 

社会実験の実施体制 
軽井沢六本辻ラウンドアバウト社会実験
協議会（構成メンバー） 

 ○会長 軽井沢町長 

 ○知識経験者 

    軽井沢旧区長 

    軽井沢観光協会会長 

    信州大学准教授 

 ○交通関係者 

    軽井沢警察署 

    軽井沢町交通安全協会会長 

 ○教育関係者 

    軽井沢町教育委員会教育長 

 ○行政 

    国土交通省長野国道事務所 

    軽井沢町（事務局） 

 ○オブザーバー  

    名古屋大学教授 

期   間：平成２４年１１月１３日～平成２５年３月末※ 

内   容：路面標示、ポストコーン、注意看板等を設置し、ラウンドアバウトとして改良 

調査項目：交通挙動調査（速度、自動車走行軌跡等）、アンケート調査（ドライバー、歩行者等） 

            自動車の速度抑制及び円滑性、歩行者、自転車の危険性を検証 

        ※現在も継続して効果検証を実施中 

社会実験の概要 

実験開始前 

実験中 

県外者の車両やレンタサイクル、歩行者の通行も多く、無信号の六肢交差
点であるため、交通の錯綜が発生し危険 
 
ラウンドアバウトにより交通の整序化を図ることを期待 

・ 

・ 

実験前 

実験前 

実験中 
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 首都高速再生に関する具体的な検討について 

○  首都高速道路の老朽化対策については、民間都市開発と一体的に行うなどPPPの活用により都市と高速道路

の一体的な再生を推進。 
 

○  都市再生プロジェクトと連携した首都高速の再生を進めるため、東京都等関係機関と連携した検討会を設置し、

築地川区間等をモデルケースとして検討を進める。 

（上部空間の高度利用イメージ） 

※現況の首都高速都心環状線の土地利用状況から想
定されるケース 

※高速道路機構が土地の所有権を有している掘割区間 

都心環状線の周辺 

環状２号線 

虎ノ門ヒルズ 

新金橋付近 
築地川区間 
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 道路占用制度におけるＰＰＰの導入 

 さらに、オープンカフェ又は太陽光発電設備等については、民間の資金やノウ
ハウを活用する観点から、道路占用料を減額して道路空間への参入を容易化し、
併せて、占用主体による道路の維持管理（占用区域外の除草、清掃又は道路施
設への電力供給等）を図る措置を実施。 

○ 都市における道路空間利用のニーズが高まる中、厳しい財政事情の中で 
 の民間資金の活用に資する観点から、道路空間のオープン化を推進。 
  都市再生特別措置法の改正により、都市再生整備計画の区域内（道路管 
 理者が指定した区域）に設けられるオープンカフェ等の道路占用許可基準 
 の特例制度を創設（H23.10～）。 
○ また、道路法施行令を改正（H25.4～）し、太陽光発電設備等を占用許 
 可対象物件に追加。 

これまでの措置 

今後の予定 
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 海抜表示シートの設置について 

○ 平成２４年５月２８日に「道路管理者による海抜情報の提供について」を発表し、現在、各
地域において、海抜情報の提供の取組が進められている。 

○ 平成２５年３月末時点で、海に面していない８県を除く全３９都道府県で13,819ｋｍの設置
計画が策定され、約10,860ｋｍに設置されている。 

 設置事例（国道４２号 和歌山県串本町） 

※１）道路標識適正化委員会（各都道府県に設置され、関係する道路管理者が参画し、標識等の表示内容等を検
討する委員会）において調整の上、決定された仕様に基づくものについて集計したもの 

 

※２）この他、「道路管理者による海抜情報の提供について（平成２４年５月２８日記者発表）」とは別に、地方公共
団体が独自に設置していたもので、その後、各地域の道路標識適正化委員会において調整の上、決定され
た仕様に含まれるとしたものが、１６，７９２基存在する。 

海抜表示シートの設置状況（平成２５年３月末） 

国道（国管理） (74%） (41%）

国道（都道府県等管理）
都道府県道、市町村道

(33%） (21%）

設置計画策定済み（都道府県数） 設置開始（都道府県数）

29/39

13/39

16/39

8/39

計画① 設置済② ②／① 計画① 設置済② ②／①

国道（国管理） 3,826 1,618 42% 8,873 2,990 34%

国道（都道府県等管理）
都道府県道、市町村道

3,674 574 16% 8,565 1,274 15%

合計 7,500 2,192 29% 17,438 4,264 24%

設置延長(km） 設置数（基）※２

設置計画策定済み 

（都道府県数） 

設置開始（都道府県数） 

国道（国管理） ３９／３９  （１００％） ３９／３９  （１００％） 

国道（都道府県等管理）、 

都道府県道、市町村道 
２６／３９  （ ６７％） ２５／３９  （ ６４％） 

設置延長（ｋｍ） 設置数（基）※２ 

計画① 設置済② ②／① 計画① 設置済② ②／① 

国道（国管理） 4,301 3,612 84% 11,294 9,339 71% 

国道（都道府県等管理）、 

都道府県道、市町村道 
9,518 7,248 76% 18,953 13,067 69% 

合計 13,819 10,860 79% 30,247 22,406 74% 
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②設置予定範囲の概要 

 ①位置図 

 福岡県における海抜表示シート設置状況（３月末時点） 

③設置例 

〈国道２０２号 福岡市 
 堅粕１丁目交差点付近〉 

〈国道１９９号 北九州市 
末広町交差点付近〉 

ＴＰ５ｍ以下の範囲の以下の区間 

国道３号（Ｌ＝２２km）、１０号（Ｌ＝８km） 

国道２０１号（Ｌ＝４km）、２０２号（Ｌ＝１２km） 

国道２０８号（Ｌ＝２１km）、２０９号（Ｌ＝３km） 

県道１８号（Ｌ＝３２km） 、２５号（Ｌ＝１５km）  

設置予定範囲 

福岡市 

北九州市 

福岡県 

〈国道３号 北九州市 
穴生４丁目交差点付近〉 
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 総合物流施策大綱（2013-2017）について 

総合物流施策大綱について 

（１） グローバル・サプライチェーンの深化と物流の構造変化 

物流を取り巻く現状・課題 

 政府における物流施策や物流行政の指針を示し、関係省庁が連携して総合的・一体的な物流施

策の推進を図るものとして、「総合物流施策大綱（2013-2017）」を２０１３年６月２５日に閣議決定。 

 【これまでの総合物流施策大綱】 

  １） 総合物流施策大綱（1997-2001）、1997年4月閣議決定   ２） 新総合物流施策大綱（2001-2005）、2001年7月閣議決定 

  ３） 総合物流施策大綱（2005-2009）、2005年11月閣議決定   ４） 総合物流施策大綱（2009-2013）、2009年7月閣議決定 

● 我が国産業は、付加価値の高い分野を国内に残しつつも、海外生産を増加させており、アジア域内の 
  調達・生産・販売網を拡大。 
 → 我が国の物流システムを海外展開する一方、立地競争力強化に資する取組が必要。 

（２） 地球温暖化など環境問題の状況 

（３） 安全・安心な物流をめぐる状況 

● 東日本大震災の経験を踏まえた取組の強化を各分野において進めることが重要。 
● 社会資本の老朽化への対応や、国内物流の安全確保、海賊対策等の国際物流の安全確保の継  

  続等が重要。 

● 東日本大震災後、エネルギー需給が逼迫する中、エネルギー使用量の削減は、エネルギーセキュリ 
  ティーの観点からも重要。 
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 今後の物流施策の方向性と取組及び推進体制   

 ● 関係省庁による推進会議の開催         ●中長期的な見通しを持ちつつ、目標を設定し、工程表を作成 
 ● 毎年度、ＰＤＣＡ方式により進捗管理 

強い経済の再生と成長を支える物流システムの構築 
～国内外でムリ・ムダ・ムラのない全体最適な物流の実現～ 【今後の方向性と取組】 

●関係者の連携による物流効率化等 
• 荷主と物流事業者のパートナーシップ強化 
• 運送契約の書面化、輸送コストの明確化 
• 物流人材育成、３PL事業の育成・振興 

●我が国物流システムのアジア物流圏への展開 
• アジア各国との政策対話による海外展開の環境整備 
• ＮＥＡＬ－ＮＥＴ（北東アジア物流情報サービスネットワーク）のアジア展開 

 
Ⅰ  
産業活動と 
国民生活を 

支える効率的な物
流の実現 

●我が国の立地競争力強化に向けた 
  物流インフラ等の整備、有効活用等 
• 船舶の大型化に対応した港湾機能の強化  
• 港湾のコンテナターミナル周辺の渋滞対策 
• 国際海上コンテナ積載車両の通行支障解消 
• シャーシの相互通行の実現、国際コンテナの鉄道輸送の推進 

 

Ⅲ  
安全・安心の確保
に向けた取組 

●物流における災害対策 
• 道路、港湾等の地震・津波対策の推進、道路啓開・航路啓開等の応急復旧計画等の事前準備等 
• 支援物資オペレ-ションに物流事業者のノウハウや施設を活用するための連携体制の整備 
 
 
 
   

【今後の推進体制】 

●社会資本の適切な維持管理・利用  
• 貨物車が通行すべき経路を指定し、望ましい経路を貨物車が通行するよう誘導しつつ、適正な 
 道路利用を促進 
 ●セキュリティ確保と物流効率化の両立 
• ＡＥＯ事業者の輸出入手続簡素化の推進 

●輸送の安全、保安の確保 
• 運行管理制度の徹底、監査の充実等 
• 海賊対策の一層の強化 

 

Ⅱ  
さらなる環境負荷
の低減に向けた
取組 

• 鉄道・内航海運の輸送力強化とモーダルシフトの推進、トラック・船舶・鉄道等の省エネ化等 
• 荷主・物流事業者の連携による輸配送共同化の促進      
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 社会資本の維持管理・更新に関し当面講ずべき措置 工程表（道路関係）   

○道路トンネル内附属物等の
緊急点検実施
→緊急修繕の実施

H25年3月末 H26年3月末 H27年3月末

○トンネル、橋梁、舗装、法面、盛土、擁壁、道路附属物の点検実施
（トンネル内附属物以外）
→修繕の実施

○総点検実施要領の策定、維持管理に係る基準・マニュアルの見直し
基
準

○データベースの構築・改善、情報の蓄積・充実・共有化
デ
ー
タ

○非破壊検査等による点検・診断技術等の開発・導入等の推進
技
術

○新基準の運用

長
寿
命

化
計
画

○地方公共団体への支援
（防災・安全交付金、技術相談窓口の機能強化、基準・マニュアルの提供 等）

○維持管理等の担い手支援（建設産業、入札契約制度、ＰＦＩ／ＰＰＰ 等）

○長寿命化計画の記載事項の見直し
○長寿命化計画の

策定推進

予
算
、
制
度
、
法
令
等

○原則として通常の
ＰＤＣＡサイクルの
中で実施

総
点
検
、
修
繕

○道路法等の改正

○ＩＴ・センサー等の先端的技術を活用した維持管理の検証

長
寿
命
化
計
画
を
核
と
し
た
本
格
的
な
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル
へ
移
行

○政省令・告示の改正等

（点検の規定の整備、修繕等の代行制度の創設、車両重量制限違反の監督強化 等）
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 渋滞対策検討 

■各県の渋滞対策協議会において、「渋滞の現状・対応の基本方針」策定に向けた検討を実施中 
■渋滞状況のモニタリングを実施しつつ、「道路を賢く使う」手法の積極的な活用など具体策を議論 

○Ｈ２４.１１月 
 パブリックコメントを実施（地域の声の反映） 

○Ｈ２４.１２月～Ｈ２５.２月 

主要渋滞箇所の特定・公表 

（高速道路：約300箇所 一般道：約9000箇所） 

○Ｈ２４.６～７月 

 ・２回にわたり協議会を開催。 
 ・データの共有・分析を踏まえた渋滞箇所案を策定。 

（警察、トラック協会等の利用者団体、道路管理者等の地
域の関係者を巻き込んだ議論） 

「渋滞の現状・対応の基本方針」を策定 

○静岡エリアにおける主要渋滞箇所の分析と現在の対策等 

◆検討のフロー ◆静岡の渋滞協における検討事例 

今後、渋滞対策協議会の場で、渋滞状況のモニタリング等による検証、具体的な渋滞対策の立
案、様々な観点から道路の走行性に関する課題の抽出などを検討 
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 ○ 開通予定や課題を定期的に公表し、道路事業のプロセスを明確化、進捗管理を徹底。（事業マネジメントの強化） 

 ○ 関係機関や地域と連携した課題解消や事業実施段階の効率化により 事業をスピードアップ 

● 各年の予算を踏まえ、開通の見通しを公表 

＜事業マネジメント強化の取り組み＞ 

● 課題が生じている箇所の課題を公表 

・企業誘致など、民間投資の促進や計画的なまちづくりに貢献 

・関係機関・地域の協力を得た課題解決 

● 事業実施体制の強化や民間委託の活用等を検討 

測量・設計等をする段階 

ＳＴＥＰ１ 

開
通
見
通
し
の
公
表 

（
状
況
に
応
じ
見
直
し
） 

新規事業化 

用地買収をする段階 

ＳＴＥＰ２ 

工事をする段階 
ＳＴＥＰ３ 

道路事業のプロセスの明確化 

完成・開通 

※ 見通しが立たない場合は課題を公表 

用
地
取
得
の
一
定
の
進
捗
な
ど
、 

事
業
の
見
通
し
の
整
っ
た
事
業 

：朱囲み箇所は新たな公表箇所 

 →平成２５年６月１４日各地方整備局等にて記者発表を実施】 
    ～九州地方整備局より記者発表（抜粋）～ 

 ＜残された期間の集中投資＞スピードアップのための事業マネジメント強化 
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 防災機能の評価手法（暫定案）のポイント 

 

 

早期啓開し、救助・救援活動の支援、緊急物資の輸送、復旧活動を支える 

津波襲来時の迅速な避難、被災地の生活を支える 

避難場所、津波堰き止め効果（副次的な効果） 

東日本大震災で明らかになった道路の役割 （広域的防災に資する道路ネットワークの役割） 

震災時で明らかになった道路の役割に着目して、事業の 

 必要性を評価する 

地域の課題も十分踏まえ、防災に関する効果以外も 

 幅広く必要性を評価する 
  （例）救急医療施設への速達性、地域間連携 等 

 

防 

災 

機 

能 

の 

評 

価 
 

必要性の評価 

有効性の評価 

効率性の評価 

（評価の視点） 

●●● 

●●● 

●●● 

災害時に孤立・迂回する地域の解消等については 

  ネットワークとして有効性を評価する 
  ・主要拠点間の防災機能（耐災害性などを４ランクで評価） 
 

  ・市町村間等の連結性（整備による到達時間の短縮度合いを評価） 

   →計測手法を一部改善（平成25年４月24日第９回事業評価部会にて了承） 

複数案の費用の比較により、効率的に事業実施が行
われることを評価する 

 

 

（ポイント） 

社会資本整備審議会道路分科会第９回事業評
価部会（平成25年４月24日）資料をもとに作成 
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 市町村間等の連結性評価の改善 

暫定案では、不通となる場合の隣接市町村等への到達時間を∞と設定しており、弱点度（α ）、改善度（Ｋ）において、リンクの 
多くが同等の評価 
  ⇒不通となる場合の到達時間を48時間※と設定することで、従前は同等の評価であった不通リンク間の弱点や改善の 
   程度が比較可能 

４８ｈ 

※過去の災害時における直轄国道の通行止時間 ⇒ 概ね４８時間以内で通行止を解除していたため、48時間と設定 

 

∞ 

中部地方の事例：全２３９リンク 四国地方の事例：全１４５リンク 

不通となる 

42リンク  

（18%） 

迂回有り 

74リンク  

（31%） 

迂回無し 

123リンク  

（51%） 

不通となる 

63リンク  

（44%） 

迂回有り 

9リンク 

迂回無し 

73リンク  

（50%） 

暫
定
案
（到
達
時
間
＝ 

 

） 

∞ 

改
善
案
（到
達
時
間
＝ 

 

） 

不通となる 

42リンク  

（18%） 

迂回有り 

74リンク  

（31%） 

迂回無し 

123リンク  

（51%） 

不通となる 

63リンク  

（44%） 

迂回有り 

9リンク 
迂回無し 

73リンク  

（50%） 

平成24新規採択時評価箇所 

1.5 
1.5 

1.5 
1.5 

（6%） 

改善効果有り（72リンク）うち63リンク（88%）が∞ 

（6%） 

 

∞ 

改善効果有り（116リンク）うち42リンク（36%）が∞ 

社会資本整備審議会道路分科会第９回事業
評価部会（平成25年４月24日）資料より抜粋 

15 



 参考：防災機能の評価【市町村間等の連結性の向上】 

○ 各市町村から、最寄りの県庁所在地又は高速道路IC及び隣接市町村等までの到達時間を計測。 

○ 当該リンクの整備による到達時間の短縮度合いからネットワーク全体の防災機能向上を評価。 

【ネットワークの改善度】 

＊災害時には、災害危険性が高い道路※が遮断されることとしている 
※災害危険性の高い道路とは、 
  ・津波被害が想定される道路 
  ・事前通行規制区間において地震時に土砂災害等の恐れのある道路 
  ・耐震補強未了の橋梁等のある道路 のいずれかに該当するもの 
 

リンクkを整備する場合、 
 
tij(1)：i市から j (1)市（県庁所在地 
   又は背骨となる高速道路IC）  
     までの到達時間 
 
tij(2)：i市からj (2)市（隣接市町村等） 
      までの到達時間 

【ネットワークの弱点度】 

■弱点度・改善度の算出 
j (1)市 
（県庁又は高速IC） 

リンクｋ 

tij (1) 
tij (2) 

i市 

j (2)市 
（隣接市町村） 

j (3)市 

j (4)町 
j (5)村 

       を合計 
j

ijij

i

nnt )()( k

oT
1

)(nijt

i からj のルートがリンクkを通る時：1 

そうでない時：0 

以下の到着時間の総和を計測 
 
     ：リンク  を整備しない場合の通常時の到達時間 
 
     ：リンク  を整備しない場合の災害時＊の到達時間 
 
     ：リンク  を整備した場合の災害時＊の到達時間 

k

k

k

k

oT 1

k

oT 2

k

wT

整備の有無によりネットワークへ与える影響を計測 
 

   （整備有の場合）    （整備無の場合） 

k

o

k

wk

w
T

T

1


k

o

k

ok

o
T

T

1

2

整備有のネットワークへ与える影響を整備無との割合で計測 

k

w

k

okK





社会資本整備審議会道路分科会第９回事業
評価部会（平成25年４月24日）資料より抜粋 
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 渋滞多発個所における路車間連携による渋滞対策 

○渋滞多発個所における車間距離や速度を適正化し交通容量の増大を目指す 

○道路状況をセンサーにより把握し、情報提供アンテナより、最適速度・車間距離など

の情報を発信。ACC搭載車両は、受け取った情報をもとに、車間距離等を自動制御 

○公道基礎実験等を踏まえサービスコンセプトを確立 

※ACC（Adaptive Cruise Control）：自動で車速や車間制御を行う機能 

※ACC搭載車両の混入率30%で約５割の渋滞量を削減 
 （2010年8月21日（土）の渋滞におけるシミュレーション結果より） 

情報提供アンテナ 
（ITSスポット） 

空いた走行車線への 

車線変更 

スムーズな加速 
情報提供アンテナ 

（ITSスポット） 

適切な車間距離の 

維持 

情報提供アンテナ 
（ITSスポット） 

センサー 
（ITVカメラ等） 

情報提供アンテナ 
（ITSスポット） 

サグ底部 
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